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にどう対処するか」

➢ 永井晶也のトップインタビュー
➢ 価格高騰下における対応方法
➢ 価格戦略のポイント
➢ インフォメーション
➢ 今後のセミナー案内
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経営のスタンダードが変わる

コロナ禍も３年目を迎え、４月から新たな年度がス
タートしました。この間、「激変する経営環境」と
いわれて久しいですが、この先、企業を取り巻く経
営環境はどのように変化していくのでしょう。そし
て、そうした変化に対して、企業側はどのように対
応していくべきでしょうか。今回のＭＭＲでは、ヒ
ト（人）、モノ、カネ（金）の観点から、企業を取
り巻く環境の変化とそこへの適応方法について、考
えてみたいと思います。

まず、「人」の問題ですが、少子高齢化による労働
力不足の問題は今始まったものではありません。労
働力人口の観点からは、（現在の15歳が生まれた）
15年前には既に決まっていた事実です。日本の人口
は平成20年頃をピークに減少に転じており、いまで
も毎年60万人以上の人口が減少を続けています。5年
間で実に300万人以上の人口が、減少することになり
ます。これは静岡県や茨城県の人口に匹敵する人数
です。5年間で一県分の人口が減ると考えるとかなり
ショッキングな数字ではないでしょうか。
よって、今後、経営の前提として、採用は年々難し

くなると考えるべきでしょう。その前提で、より魅
力的なメッセージを発信し、（あくまで）優秀な社
員を獲得する方針とするか、ＤＸ等のＩＴ技術を駆
使し、省人化を進める方針とするのか、あるいは双
方（ハイブリッド型）でいくか。いずれにせよ、そ
の方針を年々強化していく必要があります。
加えて、既存の社員を大切にする経営、既存の社員

の能力を精一杯引き出す経営が求められてきます。
人に対する考え方ひとつで、企業力の格差が大きく
なる可能性があります。

次に「モノ」の問題です。世界的な資源高トレンド
の中、米中問題、ロシアのウクライナ問題等により
資源の価格高騰に拍車がかかっています。これに加
え、アメリカの金融政策の影響による、極端な円安
トレンドにより、様々なモノの価格が高騰していま
す。いわゆる「インフレ」です。輸出型の企業は円
安のメリットはあるでしょうが、多くの場合、デメ
リットの方が大きく、収益を悪化させているケース
が目立ちます。もちろん相場のあるものですので、
周期的な上がり下がりはあるとしても、これからし
ばらくの間はコスト高が継続すると考えるべきでし
ょう。
これまでの30年間、経営の前提は「デフレ」でし

た。それが「インフレ」に変わるとどうなるでしょ

う。極端な言い方をすると、経営のスタンダードは
真逆になります。お金の価値が下がるインフレ下と
お金の価値が上がるデフレ下では、すべてのやり方
（考え方）を180度変えなければいけません。

最後に「金」の問題です。いま、多くの企業がコロ
ナ禍の影響を受け、資金繰り安定のために多くの融
資（いわゆるコロナ融資）を受けています。それに
より、企業全体の負債総額は、昨年一年間で50兆円
増加し、昨年末時点で600兆円を優に超えています。
これだけ借金が増えたところで、借入金利が上がれ
ばどうなるでしょう。当たり前の話ですが、支払利
息が急増し、企業の収益を大きく圧迫することにな
ります。これまで日本の企業は低金利に甘やかされ
ており、そこそこの営業利益でも問題はなかったの
ですが、金利が上昇し、利息が上がれば経常利益で
黒字を確保することは難しくなるかもしれません。
こうなりますと、借入金の圧縮は大きな経営課題と

なります。これまでは甘めの投資計画でも（低金利
のお陰で）採算はとれたかもしれませんが、これか
らはそうはいきません。慎重なシミュレーションが
必要でしょう。これまでの常識を覆し、適正な借入
金に調整を図る必要があります。

経営の判断基準を見直す

いかがでしょう。これまでのスタンダードが急激に
しかも、大きく変化する可能性が高まっています。
変化の程度が大きければ大きいほど、経営者の判断
ミスによるマイナス影響は致命的になります。
こうした変化には、当然、変化で対応するしかあり

ません。ヒト・モノ・カネの全ての領域において、
これまでのスタンダードを見直してみましょう。経
営者自身の判断基準のチェックです。これまでの意
思決定の判断基準は何だったか。その判断基準が、
こうした環境の激変によって、どのような影響を受
け、どのように変わったか。もちろん、全てが変わ
るわけではないですが、それらを全てチェックする
ことで、自社への影響度合いを改めて確認すること
ができるでしょう。
企業とは環境適応業です。こうした大きな変化点で

自社をどのように方向付けられるかが、いまこの瞬
間にも、経営者に問われているのです。全体的、論
理的に状況を見極め、正しい判断が求められます。

名南コンサルティングネットワーク
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✓ 価格高騰下における対応方法
コロナ禍からの世界経済回復に向けた原油の需要増や、（一部の）

産油国の生産停滞などにより、原油価格が急激に高騰しています。こ
れに付随して、燃料や電気、ガスなどのエネルギー価格、プラスチッ
クやビニールなどの資材価格も、軒並み上昇傾向にあります。また、
これらの価格高騰が、海産物・農作物などの食料品や生活必需品にも
影響を及ぼし、消費者物価指数は３月までで７か月連続上昇していま
す。これに加えて、ロシアによるウクライナ侵攻の影響は甚大で、あ
らゆる分野の価格高騰に拍車をかけており、この傾向がいつまで続く
のか、先行きが見通せない状況にあります。
企業は、様々な業種において仕入価格が大幅に高騰しています。あ

る製造会社においては、原価率が10ポイント以上悪化するなど、も
はや自助努力だけでは対処が難しい状況となっています。平時であれ
ば、仕入品の使用量を減らすことや、より安価な仕入先を探すなどの
対策を講じますが、今回は多くの企業において、販売価格の値上げに
まで踏み込んだ対策が必要であると考えます。しかし、実際には業種
特有の事情や取引形態の違い、取引先との力関係の影響、さらには、
消費者の買い控えを恐れるなど、簡単に値上げができないケースも多
くあります。こういった状況にあって、日頃から戦略的に価格を考え
ている企業とそうでない企業の対応力の差が、顕著に表れてくること
を実感しています。そこで、今一度、価格戦略についての基本を押さ
えて、この難局を乗り越えていく必要があります。

価格は、①商品のコスト、②競合の価格、③顧客が感じる商品価値
の３つの要素で決まります。そのため、自社の収益構造を把握し、競
合の価格を調べ、価格の上下で販売数量がどれだけ増減するのかを精
査する必要があります。自社の利益が最大化する価格はいくらなのか
を常に見極めながら価格を決定していくことが必要です。それができ
ている企業は、値上げが必要な状況において、迅速に対応することが
できます。下請け的な企業であっても、諦めることなく、交渉相手に
対して、正しく「情報」を提示して、丁寧に粘り強く交渉を行うこと
が、値上げを成功させるための近道と言えます。政府も「パートナー
シップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」を発表す
るなど、中小企業の価格転嫁を後押ししています。自社の商品の適正
価格を把握することができれば、値上げを含めて、自社のやるべきこ
とが見えてくるでしょう。
「企業は環境適応業である」と言われますが、長く企業経営をして

いく中では、様々な変化や困難な状況に直面します。今は、まさに大
きな変化と困難の真っただ中にあるといえます。このような状況にお
いては、柔軟かつスピーディーに対応できるか否かが鍵を握ります。
今一度、自社の価格戦略を見つめなおし、固定観念を捨てて、できる
ことをスピーディーに実行されることをお勧めします。
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原油価格の推移

ブレント（北海産） ドバイ（UAE産）

WTI（米国産） OPECバスケット

(＄/バレル)

出典：World Bank、Organization of the 
Petroleum Exporting Countries

【価格の決定の３要素】

コストの観点から適正価格を検討する

①商品のコスト

②競合の価格

③顧客の感じる商品の価値

他社の商品・サービスの価格と比較する

その商品・サービスが持つ価値をどのよ
うに伝えるかを検討する

・商品の原価や諸経費の回収だけでなく、
会社の将来の発展と社員の幸せを担保
できる価格が適正価格

・自社の商品・サービスの価値を顧客に
きちんと説明し、正当な利益が出る見
積額を提示する

【適正価格】

商品の適正価格

✓ 価格戦略のポイント
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✓ インフォメーション ✓ 今後のセミナー案内
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経営改善における公的支援制度のご紹介

これまで、中小企業の経営改善における公的機
関として「経営改善支援センター」と「中小企業
再生支援協議会」という２つの組織がありました
が、2022年3月4日に「中小企業活性化パッケー
ジ」が公表されたことに伴い、新たに「中小企業
活性化協議会」という組織に統合されました。

中小企業活性化協議会は、経営改善に取り組む
企業を様々な形で支援しています。条件によって
補助金を活用して経営改善計画を策定することが
できます。

詳しくは、中小企業活性化協議会のホームページ
をご確認下さい。（https://www.chusho.me
ti.go.jp/keiei/saisei/index.html）

コロナ融資返済を見据えて
2020年の春頃にコロナ融資の制度が始まって

2年が経過し、多くの企業で返済が開始しました。
しかしながら、新型コロナウイルスの影響は依然
として続いており、経営活動に甚大な影響を与え
ています。
加えて、仕入価格の高騰も重なり、業績が更に

悪化している企業も多くあります。結果として、
資金繰りに不安を感じている経営者の方もいらっ
しゃることでしょう。
不安を少しでも払拭するためにも、現状を正し

く把握した上で、適切な経営計画を策定すること
が必要です。
そこで、以下のセミナーを緊急開催します。

「コロナ融資返済を見据えた
経営改善計画策定のポイント」

できるだけ多くの皆様にご参加いただけるよう
オンライン形式での開催と致しました。

（https://www.meinan.biz/
seminar/detail/00492/）

今後予定されているイベント

詳細、お申し込みはこちら⇒

【有料研修】

□５月２４日（火）

管理者パワーアッププログラム／第２講

□６月２１日（火）

管理者パワーアッププログラム／第３講

【無料セミナー】

□６月６日（月）

「企業経営に活かす

バックオフィスの業務改善のポイント」

□６月２０日（水）

「中小企業における

営業ＤＸ推進のポイントと活用事例」

□６月２１日（火）

「激変する環境で成果を目指す！

組織風土が変われば会社は強くなる」

□６月２３日（木） ※WEBセミナー

「コロナ融資返済を見据えた

経営改善計画策定のポイント」

【無料相談会】

□５月２４日（火）／６月２０日（月）

プライバシーマーク 取得・更新無料相談会

□６月１６日（木）

経理業務改善 無料個別相談会
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